
【所属】 【コード№】

平成13年 平成14年 平成15年 平成16年 単位

96 114 413 1,813 件

平成13年 平成14年 平成15年 平成16年 単位

6 7 13 14 件

平成13年 平成14年 平成15年 平成16年 単位

平成13年 平成14年 平成15年 平成16年 単位

※「サイバー犯罪」とは、情報技術を利用した犯罪をいう。

平成13年 平成14年 平成15年 平成16年 平成13年 平成14年 平成15年 平成16年

サイバー犯罪等相談受理件数96 114 413 1,813
1111 サイバー犯罪等相談受理件数84.2105263 100 362.280702 1590.350877

サイバー犯罪検挙件数6 7 13 14
1111 サイバー犯罪検挙件数85.7142857 100 185.714286 200

　 　

　 　

＜グラフは、平成14年を100とする指数で表した。＞
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●急増するサイバー犯罪に適切に対応するため、研修等によりサイバー犯罪捜査に必要な知
識、技術を有する捜査員を養成する。
　
●急増するサイバー犯罪による被害を防止するため、情報セキュリティ・アドバイザーによる
防犯講話等の広報啓発活動を推進する。

●インターネット上における違法情報等を検索、収集し、違法行為等を事件検挙に結びつける
ため、サイバーパトロールを推進する。

●捜査員を対象としたサイバー犯罪捜査技術研修を開催(６回60人)したほか、サイバー犯罪捜
査支援システムの構築や各警察署等におけるインターネット端末の整備等により、サイバー犯
罪に対する捜査力の強化を図った。

●警察署等に対する捜査技術支援を行い、ネットワーク利用犯罪14件を検挙した。

●情報セキュリティアドバイザーによる中学・高校生等を対象とした防犯講話を９回（対象人
員1,873人）実施したほか、「インターネット利用犯罪防犯ガイドブック」を作成配布(9,000
部）するなど、広報啓発活動を推進した。

○課題を踏まえた平成１7年の取組み

○平成１6年の取組み
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